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○花巻市体験型観光推進事業補助金交付要綱 

平成28年６月20日告示第263号 

改正 

令和元年５月31日告示第258号 

令和４年６月21日告示第303号 

花巻市体験型観光推進事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内への観光客の誘客及び観光客の市内滞在時間の拡大を図るため、

民間事業者が体験型事業の新規開発及び改良並びに外国人モニター等を活用した海外個

人旅行客に対応する体験型事業の調査及び評価等を行う場合に要する経費に対し、予算

の範囲内で補助金を交付することについて、花巻市補助金等交付規則（平成18年花巻市

規則第61号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の交付対象事業） 

第２条 補助金の交付対象事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げる事業とする。 

(１) 体験型事業の新規開発事業 市内で新たに体験型事業を実施する法人及び個人事

業主が旅行客・宿泊客・市民が体験したくなる興味深い体験型事業を新規開発するた

めの事業 

(２) 体験型事業の改良事業 市内に体験型事業の活動拠点を有する法人及び個人事業

主が旅行客・宿泊客・市民が体験したくなる興味深い体験型事業を改良するための事

業 

(３) 海外個人旅行対応モニター事業 外国人モニター等を活用し、海外個人旅行客に

対応する体験型事業の調査及び評価並びに海外へ観光情報を発信するための事業 

（補助対象経費及び補助率） 

第３条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条に規定する

事業を実施するために必要な経費のうち、別表に掲げる経費とする。 

２ 補助金の補助率は、別表のとおりとする。 

（補助金の交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、花巻市体験型観光推進事業補助金交付申請

書（様式第１号）に市長が定める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の補助金の交付の申請をするに当たって、
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当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる

消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕

入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法

律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなけ

ればならない。ただし、申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかでないもの

については、この限りでない。 

（補助金の交付決定及び通知） 

第５条 市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査

の上、適正と認めるときは交付決定を行い、花巻市体験型観光推進事業補助金交付決定

通知書（様式第２号）により補助事業を実施する者（以下「補助事業者」という。）に

通知するものとする。 

２ 前条第１項の規定による申請書が到達してから、当該申請に係る前項による交付決定

を行うまでに通常要すべき標準的な期間は、30日とする。 

３ 市長は、前条第２項ただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に

係る消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、

その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

４ 市長は、第１項の通知に際して必要な条件を付することができる。 

（申請の取下げ） 

第６条 補助事業者は、前条の規定による通知に係る補助金の交付決定の内容及びこれに

付された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、

その交付決定の通知を受けた日から20日以内にその旨を記載した書面を市長に提出しな

ければならない。 

（計画変更の承認等） 

第７条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ花巻市体験型

観光推進事業計画変更承認申請書（様式第３号）を市長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

(１) 補助対象経費の区分ごとに配分された額を変更しようとするとき。ただし、各配

分額の10パーセント以内の流用増減（労務費への流用を除く。）を除く。 

(２) 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。 
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ア 補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助事業者の自由な創意により、

より能率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合 

イ 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

２ 市長は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は

条件を付することができる。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第８条 補助事業者は、補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとすると

きは、あらかじめ花巻市体験型観光推進事業中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を

市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを

含む。）は、その日から30日を経過した日又は会計年度の３月15日のいずれか早い日ま

でに花巻市体験型観光推進事業実績報告書（様式第５号）を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 市長は、補助事業者がやむを得ない理由により第１項の実績報告書を提出できない場

合は、期限について猶予することができる。 

３ 補助事業者は、第１項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税等仕入控除

税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならな

い。 

（補助金の額の確定等） 

第10条 市長は、前条第１項の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に

応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の

内容（第８条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件

に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知する。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から20日以内とし、期限内に納付

がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利10.95パーセ

ントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

（補助金の支払） 
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第11条 補助金は、前条第１項の規定により交付すべき補助金の額を確定したのち、支払

うものとする。ただし、補助金の交付決定後に必要があると認められる経費については、

概算払をすることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、花巻市体験

型観光推進事業補助金精算（概算）払請求書（様式第６号）を市長に提出しなければな

らない。 

（交付決定の取消し等） 

第12条 市長は、第８条による補助事業の全部若しくは一部の中止若しくは廃止の申請が

あった場合又は次のいずれかに該当する場合には、第５条第１項の交付の決定の全部若

しくは一部を取消し、又は変更することができる。 

(１) 補助事業者が法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく市長の処分若しくは

指示に違反した場合 

(２) 補助事業者が補助金を補助事業者以外の用途に使用した場合 

(３) 補助事業者が補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 

(４) 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必

要がなくなった場合 

２ 市長は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助

金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。 

３ 市長は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除き、その命

令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利10.95パーセントの割

合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項に基づく補助金の返還については、第10条第３項の規定を準用する。 

（補助事業の経理等） 

第13条 補助事業者は、補助事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他

の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければなら

ない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合

を含む。）の日の属する年度の終了後５年間、市長の要求があったときは、いつでも閲

覧に供せるよう保存しておかなければならない。 

（財産の管理等） 
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第14条 補助事業者は、補助対象経費（補助事業の一部を第三者に実施させた場合におけ

る対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」と

いう。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理

し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、補助事業完了後も、取得財産等管理台帳（様式

第７号）を備え、その保管状況を明らかにしておかなければならない。 

３ 補助事業者は、当該年度に取得財産等があるときは、第９条第１項に定める実績報告

書に取得財産等管理明細表（様式第８号）を添付しなければならない。 

４ 市長は、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込

まれるときは、その収入の全部又は一部を市に納付させるものとする。 

（実施効果の報告） 

第15条 第２条第１号及び第２号の補助事業を実施した補助事業者は、原則として補助事

業の完了した日の属する会計年度の終了後２年間、毎会計年度終了後30日以内に本補助

事業の実施効果について、花巻市体験型観光推進事業実施効果報告書（体験型事業）（様

式第９号）により市長の求めに応じて報告しなければならない。 

２ 第２条第３号の補助事業を実施した補助事業者は、原則として補助事業の完了した日

の属する会計年度の終了後30日以内に本補助事業の実施効果について、花巻市体験型観

光推進事業実施効果報告書（モニター事業）（様式第10号）により市長の求めに応じて

報告しなければならない。 

３ 補助事業者は、第１項の報告をした場合、その証拠となる書類を当該報告に係る会計

年度の終了後５年間保存しなければならない。 

４ 市長は、第１項及び第２項の報告を受けた場合において、その報告に係る補助事業等

の効果が第５条第１項の交付の申請の際において想定される事業効果等と比べ十分では

ないと認めるときは、その改善のため指導・助言を行うことができる。 

（補則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（令和元年５月31日告示第258号） 

この告示は、告示の日から施行する。 
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附 則（令和４年６月21日告示第303号） 

この告示は、告示の日から施行する。 

別表（第３条関係） 

補助事業 
補助率 

補助事業の区分 補助対象経費の区分 内容 

(１) 体験型事業の

新規開発事業 事業費 

物品費、機械装置

費、材料費、外注

費、委託費 

20万円を上限と

して３分の２以

内 

(２) 体験型事業の

改良事業 事業費 

物品費、機械装置

費、材料費、外注

費、委託費 

20万円を上限と

して３分の２以

内 

(３) 海外個人旅行

対応モニター事業 事業費 

物品費、機械装置

費、材料費、外注

費、委託費 

20万円を上限と

して３分の２以

内 

※機械装置費には、事業遂行に必要なソフト・アプリケーション等を含む。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第８条関係） 
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様式第５号（第９条関係） 

 

 



13/19 

様式第６号（第11条関係） 
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様式第７号（第14条関係） 
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様式第８号（第14条関係） 
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様式第９号（第15条関係） 
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様式第10号（第15条関係） 

 


